地方行政の進行管理に果たす統計の役割 : 総合計画 ・行政評価の変容と数値目標 by 岩崎 俊夫 et al.
はじめに
｢地方行政の進行管理に果たす統計の役割｣ と題する本稿は, 前稿 ｢自治体の総合計画・行
政評価と統計活動｣ の続稿である１)｡ 前稿で筆者は, おおむね次のようなことを論じた｡ 都道
府県, 市町の地方自治体の多くは, 今日, 中・長期総合計画あるいはそれと結びついた単年度
計画, アクションプランのもとで行政を運営し, あわせて政策, 施策, 事務事業の全部, ある
いは一部に行政評価を取り込んでいる｡ この動きは三重県, 静岡県などで  年ほど前から始ま






第１節 総合計画・行政評価の変容 ‒  総合計画策定の現況 ‒  総合計画の型と変容 ‒  総合計画の策定プロセス ‒  行政評価に見直しの動き




岩 崎 俊 夫
論 文
＊ 本稿は ｢地域経済活性化と統計の役割に関する研究 (    年度～    年度) [基盤研究Ｂ, 課題番
号        ]｣ (代表：菊地進 [立教大学経済学部教授]) の成果の一部である｡
１) 岩崎俊夫 ｢地方自治体の行政評価と統計活動― ｢聞き取り｣ 調査の成果と展望―｣ 『立教経済学研





行政評価, 統計 (活動) を, 聞き取り調査を踏まえて検討した｡ このプロジェクトでは引き続
き, 聞き取り調査を継続中であるが, 事態は現在進行形で変化しつつある｡ また, 時間の推移
とともに評価の視点が動けば, 同一の事象もまた異なって見えてくる｡ さらに, 筆者の認識不
足だったことが, その後の調査で新たに分かってきたこともあった２)｡
本稿の目的は, 自治体の総合計画と行政評価のその後の経緯, そこでの統計 (活動) の役割
に関わる問題について, 前稿で言及しえなかったことを明らかにすることである｡ 全体を通じ
て, 自治体の総合計画, 行政評価が当初一律に策定され, 実施されていたのが, それぞれの自
治体が経験を積むなかで, 実情に合わせて調整していること, 独自の工夫が散見されること,
などの諸点が特筆される｡ また, 筆者が前稿の段階では不十分だった総合計画, 行政評価と統









本節では, 自治体が策定する総合計画の今日的状況の特徴を指摘する｡ 現在, 多くの都道府
県は中長期の総合計画のもとで自治体行政を進め, 行政評価を実施しており, 総合計画という
名称を冠した計画を作成していない自治体は新潟県, 千葉県, 愛知県, 石川県など数少ない｡
しかし, 総合計画をもたない県でも, 後に述べるように, 総合計画に代わる長期構想の公表が
ある｡
総合計画の策定にあたっているのは, 都道府県レベルでは沖縄県を除くとそれぞれの自治体
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２) 本稿で取り上げた事例は, 筆者が過去にメンバーのひとりとして参加したプロジェクトの ｢聞き取
り調査｣ で得た情報である｡ 具体的には, 北から北海道, 青森県, 群馬県, 栃木県, 茨城県, 千葉県,
岐阜県, 福井県, 静岡県, 石川県, 富山県, 沖縄県の各道県庁である｡ 市自治体では, 前橋市, 宇都
宮市である｡ ｢聞き取り調査｣ では, 各自治体の政策・企画関連の部署, 場合によっては統計関係の
部署の複数の担当者のご協力をいただいた｡ この場を借りて厚くお礼申しあげる｡
                                                                
である｡ 北海道ではかつて沖縄県同様, 国が主導する計画が策定されていたが, 近年, 条例を
もうけ, 独自に計画を策定するようになった｡ 総合計画の策定に消極的であった鳥取県は,    年度に初めて総合計画 (ビジョン的性格) を策定した｡
都道府県レベルの自治体は, 総合計画の策定を義務づけられているわけではない｡ 市レベル
の自治体は, 地方自治法により, 何らかの形で住民に自治の構想を示さなければならないこと
になっている｡ すなわち,     年に改正された地方自治法には, 市町村が地域の行政運営を行
うには ｢基本構想｣ を策定しなければならないと定められた｡ 以来, 市町村自治体は基本構想
とその具体化である基本計画によって自治体行政を進めることが定着した｡ 都道府県でも, 上
述のように事情を異にするものの計画行政が一般的である｡
総合計画は理念, 構想, 政策, 施策, 事務事業で構成される｡ 近年, 自治体行政は政策, 施
策, 事務事業については, それらの全てあるいは一部を行政評価するシステムをとっている｡
総務省の調査では,     年  月現在で, 都道府県, 政令指定都市レベルでは行政評価の導入は   ％である｡ 中核都市では   ％, 特例市では   ％, 市区では   ％, 町村では   ％であ









化計画の策定は現在, さまざまな隘路に遭遇している｡ 背景にあるのは, 経済のグローバル化,












第２は, 複数の行政評価 (政策, 施策, 事務事業) の相互関連についてである｡ 当初, 行政
評価は事務事業評価が専らであった｡ その後, 政策評価, 施策評価に関してもその導入が進ん
だ｡ 行政評価が各自治体で具体的に進んだ段階で, 既存の事務事業評価と政策評価, 施策評価
との関係が問われた時期があった｡ 現時点では, 新たに政策, 施策評価に取り組もうとしてい




前者の代表は ｢時のアセスメント｣ を ｢政策アセスメント｣ に発展的改称を図った北海道であ





ついてである｡ 総合計画の定着とともに, 政策策定過程に果たす統計の役割の点検, 見直しが
行われている｡ 具体的には, 政策立案の中心を担う政策部, 企画部が統計課と連携し, 後者が
前者の所管となるケースがある｡ 統計課は従来, 国の統計業務の下支えをする組織と位置づけ










以上, 昨今の自治体総合計画と行政評価を概観し, 若干の特徴点を示した｡ 以下では, 上記
で言及した４点の特徴のうち, 第１の特徴点として触れた内容, すなわち総合計画の態様の変
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６) 菊地進は ｢地方自治体は全員統計力の時代｣ と指摘している｡ 菊地進 ｢社会の情報基盤としての統
計, その実質化｣ 『経済学における数量分析―利用と限界を考える―』 産業統計研究社,     年,   頁｡
７) ｢データパーソン｣ 体制として知られる｡ 各部, 各課にデータに習熟したした者が責任者として配







げるのは, 聞き取り調査に筆者が参加した県自治体で, 順に沖縄県, 北海道, 鳥取県, 新潟県,
千葉県, 福井県, 石川県, 群馬県, 愛知県である｡
① 沖縄県
沖縄県の総合計画は国が関与して策定されている｡ 現在の沖縄県の総合計画に相当するもの
は, ｢沖縄振興計画 (計画期間 [    年度 (平成  年度) ～    年度 (平成  年度)])｣ であ
る８)｡ この計画は沖縄振興特別措置法に基づいて国によって策定された｡ ｢沖縄振興計画｣ は,
さらに第１次分野別計画 (    年度 [平成  年度] ～    年度 [平成  年度]), 第２次分野別
計画 (    年度 [平成  年度] ～    年度 [平成  年度]), 第３次分野別計画 (    年度 [平
成  年度] ～    年度 [平成  年度]) として具体化され, 現在も進行中である｡ これらの分
野別計画では, 国の同意が必要な法定分野と県任意分野とがあり, 第３次分野別計画で言えば,
前者は ｢観光振興計画｣ ｢情報通信産業振興計画｣ ｢農林水産業振興計画｣ ｢職業安定計画｣ が,
後者は ｢産業振興計画｣ ｢国際交流・協力推進計画｣ ｢環境保全実施計画｣ ｢福祉保健推進計画｣
｢教育推進計画｣ ｢文化振興計画｣ ｢社会資本整備計画｣ がそれである｡ この他, 県は分野別計
画に含まれない施策の立案にあたる｡
② 北海道
北海道の総合計画も, かつて沖縄県同様, 国の関与のもとに策定されてきた, 進行中の ｢ほ
っかいどう未来創造プラン (新・北海道総合計画―北の未来を拓くビジョンと戦略―)｣ では,
策定の主体は国でなく北海道となった９)｡ すなわち, 北海道ではこれまで,     年 (昭和  年)
以降に限っても, 北海道発展計画, 北海道新長期総合計画, 第三次北海道長期総合計画と  年
を計画期間とする長期総合計画が策定されてきたが, これらの計画の策定者は従来, 国 (国土
交通省北海道局) であった｡ その根拠法令は, ｢北海道開発法第２条 (昭和  年制定)｣ であっ
た｡ 新しい総合計画では策定者は ｢北海道｣ であり, 根拠法令は    年 (平成  年) に制定さ
れた ｢北海道行政基本条例 (第７条) (第８条)｣ である  )｡
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８) 沖縄県 『沖縄振興計画 (計画期間 [    年度 (平成  年度) ～    年度 (平成  年度)]』｡ (                                 )
９) 北海道 『ほっかいどう未来創造プラン (新・北海道総合計画―北の未来を拓くビジョンと戦略―)』
(                                    )  ) ｢第７条；道は, 長期的な展望に立って, 道の政策の基本的な方向を総合的に示す計画 (以下 ｢総
合計画｣ という｡) を策定しなければならない｣, ｢第８条；道は, 効果的かつ効率的に行政を推進す
                                                                
③ 鳥取県
鳥取県は,     ‒    年 (平成８ ‒  年) を計画期間とする ｢第７次鳥取県総合計画｣ を最
後に (    年に廃止), 長く総合計画はもちろん長期ビジョンも策定してこなかったが,     
年 (平成  年) 新たに ｢鳥取県の将来ビジョン｣ を策定し, 公表した  )｡ 期間は    年 (平成  年) から概ね  年と定められている｡ ｢鳥取県の将来ビジョン｣ は総合計画というよりは,




総合計画という呼称を廃止した県もある｡ 新潟県で    年 (平成  年) ７月に策定された
｢新潟県 ｢夢おこし｣ 政策プラン｣ はその一例である  )｡ この計画は, 過去６次にわたって策
定された長期総合計画としての位置づけをあらため, その廃止を意図したうえで策定された県






せづくり・地域づくり─｣  ) は,     年 (平成  年) から    年 (平成  年) までの基本構想
である｡ この構想を前提に, 現在の県の行政は    年 (平成  年) に策定された ｢あすのちば
を拓く  のちから｣ のもとに運営され, これは県民主体の政策提案型の県政実現に向けた指針
である｡ 県はまた, その具体化であるアクションプランを毎年策定している｡ アクションプラ
ンは ｢あすのちばを拓く  のちから｣ の基本構想の具体化であるが, 県の見解ではこれは ｢総
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るとともに, 道政に関し道民に説明する責任を果たすため, 政策評価を実施し, これに関する情報を




福井県も総合計画を策定していない｡ 直近の計画は, 平成９年  月策定の ｢福井県新長期構
想 『ふくい  世紀ビジョン』｣ であった｡ 現在, 県の行政は ｢福井元気宣言｣ 推進のための
｢政策合意｣ のもとで動いている｡ 知事と各部局が政策協定を結ぶ形式で政策行政として知ら
れているのがこれである｡ ｢政策合意｣ とは, 各部局長がそれぞれの職務に関わる目標を設定
し, 自らの責任のもとで政策業務を推進するための知事との合意である｡ これによって, 各部
局長が, 所轄部局のトップであるだけではなく, ｢福井元気宣言｣ を実現するための知事の政
策スタッフとなる｡ 知事のリーダーシップを発揮する体制の構築は, この方式によって可能と




があるが, 近年, 県政は計画というよりはビジョン, 構想というようにニュアンスを変えて運
営されている｡     年 (平成  年) ３月に議決された ｢石川県新長期構想 (改定)｣ は,     
年度 (平成  年度) を初年度とし,     年度 (平成  年度) を目標年次とする  年間の計画で
ある  )｡ その内容は    年 (平成８年) 策定の ｢石川県新長期構想：世界に開かれた文化のく
にづくり構想 (    年 [平成  年] を目標年次)｣ の延長であり, 近年の環境の大きな変化




群馬県の総合計画は, ユニークである｡ すなわち, この県の総合計画は ｢群馬県総合計画  
世紀のプラン｣ という壮大な中長期計画   ヵ年 (    年度～    年度) と ｢ぐんま新時代の
地方行政の進行管理に果たす統計の役割  
  ) 石川県 『石川県新長期構想 (改定) ―伝統と創造：みんなで築くふるさといしかわ』 平成  年３月｡
(                                             )  ) 施策の体系は, 次のとおりである｡ 基本目標 ｢個性, 交流, 安心のふるさとづくり｣ のもとに, 目
指すべき将来像として①魅力と誇りが実感できる ｢いしかわ｣, ②活力ある産業と働きがいが実感で
きる ｢いしかわ｣, ③暮らしやすさが実感できる ｢いしかわ｣ が設定されている｡ この将来像のもと
に重点戦略が掲げられている｡ すなわち, ①魅力と誇りが実感できる ｢いしかわ｣ には, ３つの戦略
(交流が盛んな特色ある地域づくり, 個性を活かした文化と学術の地域づくり, 自律した持続可能な
地域づくり), ②活力ある産業と働きがいが実感できる ｢いしかわ｣ には２つの戦略 (競争力のある
元気な産業づくり, 魅力ある産業としての農林水産業づくり) が, ③暮らしやすさが実感できる ｢い
しかわ｣ には３つの戦略 (安全でうるおい豊かな環境づくり, みんなで支える安らぎのある社会づく
り, 未来を拓く心豊かな人づくり) が定められている｡ さらに, この戦略のもとに都合  本の施策が
ある｡ 施策には指標が掲げられ, 達成目標が示されている｡ 指標の数は   である｡ (    年度 [平成  年度] 末の現状値と    年度 [平成  年度] 末の目標値)｡
                                                                
県政方針    ‒    ｣ という短期計画５ヵ年 [前期 (    年度～    年度), [後期    年度～    年度]) との組み合わせで編成されている  )｡    ヵ年の長期計画は, 前知事時代に策定さ
れた｡ 短期計画の ｢ぐんま新時代の県政方針    ‒    ｣ 計画    ‒  ) は, ｢重点戦略｣ ―





愛知県の ｢総合計画｣ と呼べる計画は, 第１次地方計画 (昭和  ～昭和  年度) から第５次
地方計画 (昭和  ～昭和  年度) までの地方計画を含め, 第７次総合計画に相当する ｢新世紀
へ飛躍～愛知    計画｣ (    ～    年度) までである｡ 第６次までは ｢愛知県地方計画｣ と
の呼称が使われ, これが愛知県総合計画のひとつの特色であった｡ この呼称は愛知県が他県の
状況も考慮する広がりを持った計画を志向していたことに由来する｡ しかし, 総合的・体系的
な地方計画 (総合計画) は第７次のそれで打ち止めとなり, ｢新しい政策の指針｣ (    年 [平
成  年] ３月策定) が戦略的・重点的な地域づくりの羅針盤となるプランとなった  )｡ 同指針
は,     年を目標年次とする県の方向性を明らかにする戦略的, 重点的な地域づくりの羅針盤
である｡ 総合計画を策定しない理由は社会が成熟し, かつ多様化している今日, 次々と生起す
る地域課題や新しい県民ニーズに迅速かつ柔軟に対応する必要があるからであり, これを実現
する各分野の個別計画やアクションプランに立脚した政策行政が定着してきたためとされてい




立教経済学研究 第  巻 第３号     年 
  ) 群馬県企画部企画課 『群馬県総合計画   世紀のプラン (第１分冊) 二十一世紀・群馬の提案』     
年３月(                                                                                                ), 同 『群馬県総合計画   世紀のプラン (第２分冊) 二十一世
紀・私たちの目標』     年３月, 群馬県新政策課 『群馬県総合計画   世紀のプラン (第２分冊改定
版) ぐんま新時代の県政方針    ‒     』     年３月｡ (                                                                                                 )  ) 愛知県知事政策局企画課 『新しい政策の指針―今を超え, さらに世界で輝く愛知づくり―』     年
７月｡ (                                          )  ) 愛知県知事政策局企画課 『新しい政策の指針・年次レポート―    年に向けた戦略的地域づくり―』    年 [平成  年] ７月, 同 『新しい政策の指針    年度年次レポート あいちの地域づくり白書』
(    年 [平成  年] ５月｡ (                                                 )
                                                                
一般的に言うと, 都道府県レベルと市レベルとでは後者のほうが住民の日常生活により密着し
ている｡ もっとも, 政令市自治体は都道府県レベルのそれに準じるので別格であるが, 中核市
などの自治体ではそういうことが言える｡ また同じ市レベルの自治体でも子細に見ると, その
計画策定過程は, 審議会方式をとるかとらないか, 市民参加の在り方などに差異がある｡ ここ
では, 岐阜県と宇都宮市を例に, 総合計画策定のプロセスを概観する｡ ここでこの２つの自治
体を取り上げるのは実際に ｢聞き取り調査｣ で訪問した自治体のなかで, 岐阜県は関連部署の




岐阜県では    年 [平成  年４月] から現在, 新しい長期構想 ｢岐阜県長期構想｣ がスター
トした  )｡ この構想以前には,     年度 [平成  年度] まで, ｢みんなが主役 明日の岐阜県
づくり 県民共同宣言―前例にとらわれない試みの精神― (平成  ‒  年度)｣ が走ってい
た  )｡ この共同宣言の特徴は, ますます厳しくなる県財政のもとで県民との協働をクローズア
ップし, 県民協働の姿勢を打ち出していることであった｡ 従来の長期構想は前知事の下で策定
され    年度 (平成  年度) で終了したが, 新たな構想は    年度 (平成  年度) から着手さ





知事に代わる現知事が ｢県民協働宣言｣ を含め, 庁内外の政策総点検を行い, 同宣言の改訂を
示したいという意向であった｡
統計課のもとでの ｢岐阜県人口・少子化問題研究会｣ の設置 (    年 [平成  年]   月) は,
その一例である｡ 同研究会は岐阜県の人口動態, 世帯構成の変化などを点検し, 地域分析を含
めた徹底的な検討を行った｡ この延長上に ｢岐阜県の将来構想研究会｣ が (    年 [平成  年]
８月) に設置された  )｡   代の若手職員が中心の同研究会は, 半年の間に ｢岐阜県人口・少子
地方行政の進行管理に果たす統計の役割  
  ) 岐阜県長期構想 (                                        )  ) 岐阜県総合政策課 『みんなが主役 明日の岐阜県づくり・県民協働宣言―前例にとらわれない試み
の精神― (平成  ―  年度)』 平成  年３月｡ 岐阜県は昭和  年の第一次総合開発計画 『明るく豊か
な住みよい郷土』 から    年 (平成６年) の第五次総合計画 『日本一住みよいふるさと岐阜県』 まで









メント方式によった｡ この方式は, 県民のニーズや夢を受け身的に聴取するのではなく, 県民
に問題を提起し, 課題認識を共有し, その解決策について県民と合意を形成する手続きをとる｡
有識者との膝詰談義, 車座討論会, 圏域別の県民フォーラムなどがその具体的形態である｡ 意
見交換の結果は総合政策課によって集約され, 庁内イントラネットに掲示された｡ この間, 庁
内では全部局で直面する課題に対する政策の在り方についての討論が行われた｡ 政策課長レベ
ルでの議論, 総合政策課長と各部の政策課長との政策論議, 総合政策課が中心となっての全庁









この ｢宇都宮市第５次総合計画｣ には ｢新たな成熟都市へのうつのみや ‒    ｣ とい
う愛称がついている｡ ｢新たな成熟都市へ｣ という表現は今後の時代の移り変わりのなかで,
さまざまな価値観を認め合い, 本当の豊かさを持続・向上していく ｢輝き続ける都市｣ を標榜
している｡ また ｢ ‒    ｣ の は ｢第５次計画｣ であることを示し, 次の５つの (                                  ) の象徴である｡ ｢基本構想｣ には次の  の重点政
策が盛りこまれている｡ すなわち, ①子育て支援の充実, ②高齢者の生活の質の向上, ③次代
を築く人材の育成, ④安全で安心な生活環境の創出, ⑤魅力ある拠点の創造, ⑥総合的な交通
体系の確立, ⑦環境調和型社会の構築, ⑧都市の個性づくりと発信, ⑨産業力の強化, ⑩地域
が主体となったまちづくり, である｡ この  の重点政策をカテゴライズした戦略ターゲットが
｢輝く希望と笑顔にあふれた・みんなが幸せに暮らせるまち｣ ｢独自の存在感と風格を備えた・
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｢宇都宮市第５次総合計画｣ は ｢基本構想｣ ｢基本計画｣ ｢実施計画｣ からなる｡ ｢基本構想｣
は,     年度 (平成  年度) から    年度 (平成  年度) までに宇都宮市がめざす将来像と,
これを実現するための施策の基本方向で構成されている｡ ｢基本計画｣ は    年度 (平成  年
度) から    年度 (平成  年度) の計画で, 前期と後期にわかれ基本構想で定めた目標を実現
するための具体的な計画である｡ ｢基本計画｣ は６つの分野別計画 (｢健康・福祉・安心｣ ｢教
育・学習・文化｣ ｢生活環境｣ ｢産業・経済｣ ｢都市経営・自治｣) をベースに, ３つの戦略目標
(｢幸せ｣ アップ, ｢ブランド力｣ アップ, ｢底力｣ アップ) を定めている｡
｢実施計画｣ は３年の期間内の基本計画で定めた施策を, 年度ごとに具体化した計画である｡
そこでこの計画策定のプロセスであるが, ｢基本構想｣ ｢基本計画｣ の原案は, 庁内設置の ｢総
合計画策定本部｣ で作成された｡ この ｢総合計画策定本部｣ は ｢委員会｣ (助役, 収入役, 各
部局長など), ｢企画会議｣ (各部局次長など), ｢特定課題検討会議｣ (各課長など), 部会 (６
部会 [総務, 教育文化振興, 市民福祉, 生活環境整備, 産業振興, 都市基盤整備]) から成る｡
計画策定プロセスで特徴的な点は, ｢総合計画策定本部｣ が ｢うつのみやまちづくり市民会議
(公募, 学識経験者など [  名])｣ と連携し, ｢計画素案の検討｣ を行ったことである｡ ｢うつ
のみやまちづくり市民会議｣ は市の ｢政策本部｣ に設置された６部会に対応する６部分科会を
もち, ここで市政に関する議論が深められた｡ 行政のここでのスタンスは, 市民をリードする
のではなく, 手助けする姿勢であった｡ この点は特に強調されている｡ さらに, 市民のニーズ
の把握は, ｢総合計画策定本部｣ による策定基礎調査, すなわち ｢市民アンケート｣ ｢外部から
見た宇都宮のイメージ調査｣ ｢有識者懇談会｣ ｢各種団体からの意見聴取｣ ｢外国人からの意見
聴取｣ ｢シンポジウム｣ ｢小学生の参画機会｣ をつうじてなされた｡ 提示された計画の ｢原案｣
に対しては, ｢地域別対話集会 (本庁, 東部地域, 西部地域, 南部地域, 北部地域)｣, パブリ
ックコメントによって市民の意見が聴取された｡
｢総合計画策定本部｣ の原案は ｢総合計画審議会｣ に諮問し, 答申を受けた｡ ｢総合計画審議
会｣ は学識経験者, 関係機関・関係団体の役職員, 市議会議員, 公募市民で構成され, 上記の
｢うつのみやまちづくり市民会議｣ の代表者も参画した｡ ｢総合計画策定本部｣ は, ｢施策・事
業等のまちづくり提言｣ を受けた｡ 後者は職員, 大学生, 高校生, 中学生による ｢まちづくり
提案｣ などをその内容とした｡ 最終的に ｢基本構想｣は ｢市議会｣に上程され, 意見聴取された｡




  ) スタッフは６名 (所長, 副所長, 研究員 [２名], 専門研究嘱託員 [２名]) である｡
                                                                 
 調査研究の推進  ),  政策形成の取組 (①政策形成アドバイザーの派遣, ②ゼミナールの開
催・    [みにつく] 勉強会, ③その他 [政策立案基礎データの案内・提供, 大学など研究機
関との連携促進, 自主研究会への出席]),  政策情報の収集と発信 (『研究誌』 『まちづくり論









ら, 自治体が行政評価をスタートさせたのがほぼ  年前であった｡ 以来, 行政評価は全国的現
象となったが, ここにきて多少, 状況が変わってきた｡ 先進県に追随することの反省, これま
での経験を踏まえての見直しがなされ, 自治体行政の在り方を, 足もとから再点検する動きい
くつかある｡ 本節では, このような理解のもとに, 今日の自治体行政に組み込まれている行政
評価の現状を要約する｡
総務省が実施している地方自治体の行政評価に関する調査に ｢地方公共団体における行政評
価の取り組み状況｣ がある  )｡ 同調査によれば    年  月現在で, 行政評価を導入している都
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  ) 調査研究の成果として主なもの一部をあげると, ｢高齢化時代における産業基盤の変化｣ ｢宇都宮市
における高齢者の就業・起業に関する意識・実態調査｣ (以上平成  年), ｢宇都宮市の将来都市構造
に関する研究｣ (平成  年), ｢自治体・大学・地域の連携に関する調査研究｣ (平成  年) などがある｡  ) 地方公共団体における行政評価の取組状況 (                                            )
表１ 地方公共団体における行政評価の取り組み状況
調査時点 平成  年７月末 平成  年７月末 平成  年７月末 平成  年１月１日 平成  年  月１日 平成  年  月１日 平成  年  月１日
全団体数
(都道府県･市区町村)
                                  
導入団体数                            
都道府県                     
政令指定都市                    
市区町村                            
導入率   ％    ％    ％    ％    ％    ％    ％
出所)                                            
                                                                 
道府県, 政令指定都市の自治体は,    ％である｡ 都道府県, 市区町村全体でみるとその導入
率は,    ％である｡ この数字は    年の同調査では  ％,     年のそれでは   ％,     年
のそれでは   ％であったから, 導入率が全体として依然増加傾向にある｡ (以上, 表１)
政策, 施策, 事務事業のどのレベルで行政評価を導入しているかをみると, それぞれのレベ
ルで相違がある (表２)｡ 政策レベルでは, 都道府県で   ％, 政令指定都市で   ％, 中核
市で   ％, 特例市で   ％, 市区で   ％, 町村で  ％である｡
これが施策レベルになると, それぞれ   ％ (都道府県),    ％ (政令指定都市),    ％
(中核市),    ％ (特例市),    ％ (市区),    ％ (町村) となる｡
さらに事務事業レベルでは,    ％ (都道府県),    ％ (政令指定都市),    ％ (中核市),    ％ (特例市),    ％ (市区),    ％ (町村) となる｡
事務事業に関しては, それが全てのそれで実施されているのか, 一部であるのかで事情が異
なる｡ 事務事業の全てでと答えた自治体は, 都道府県で   ％, 政令指定都市で   ％, 中核
市で   ％, 特例市で   ％, 市区で   ％, 町村で   ％である｡
評価の活用状況を見ると, 表３のとおりである｡ 予算要求や査定には, 都道府県, 政令指定
都市をはじめ, どのレベルでも  ％を超える自治体が使っていると答えている｡ 事務事業の見
直しへの活用の比率も, きわめて高い｡ 総合計画等の進行管理に使っているのは, 都道府県で   ％, 政令指定都市で   ％, 中核市で   ％, 特例市で   ％, 市区で   ％, 町村で   
％である｡
行政評価の成果という点では, 都道府県, 市レベルでは ｢成果の観点で施策や事業を検討｣,
｢事務事業の廃止や予算削減｣, ｢個別の事務事業の有効性が向上｣, ｢個別の事務事業の効率性
が向上｣ などに回答が集中している｡
｢行政評価の課題｣ では, ｢評価指標の設定｣ を当面の課題と認識している自治体の比率が極
めて高い｡ すなわち, ｢行政評価の課題｣ が何であるかを ｢評価指標の設定｣ ｢評価情報の住民
地方行政の進行管理に果たす統計の役割   
表２ 行政評価のレベル別実施状況



















政策                                      
施策                                           
事務事業                                             
事務事業のすべて                                           
公営企業会計を含む                                         
事務事業の一部                                           
公営記号会計を含む                                          
※ 構成比は, 行政評価を導入している団体に占める割合である (複数回答あり)
(都道府県については  団体中, 政令指定都市については  団体中, 中核市については  団体中, 特例市については  団体中, 市区については   団体中, 町村については   団体中)
出所) 上掲サイト
                                                                 
への説明責任｣ ｢予算編成等の活用｣ ｢定数査定・管理への活用｣ ｢議会への活用｣ ｢外部意見の
活用｣ ｢長期的な方針・計画との連携｣ ｢職員の意識｣ の選択肢から複数回答でもとめる項目で,
｢評価指標の設定｣ と答える自治体は, 都道府県で   ％, 政令指定都市で   ％, 中核市で   ％, 特例市で   ％, 市区で   ％, 町村で   ％となっている｡
三菱総合研究所・地域経営研究本部は毎年, ｢地方自治体における行政評価への取り組みに
関する実態調査｣ を実施している  )｡     年調査では, 先行自治体が行政評価を導入して約  
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表４ 行政評価の成果



















住民の関心や理解が深まる                                        
成果の観点で施策や事業を検討                                            
事務事業の廃止や予算削減                                            
業務体系の再検討に繋がる                                           
個別の事務事業の有効性が向上                                           
個別の事務事業の効率性が向上                                            
予算配分が大きく変更                                  
人員配置が大きく変更                              
職員の企画立案能力が向上                                     
議会で結果が取り上げられる                                        
出所) 上掲サイト
表３ 行政評価の活用状況



















予算要求や査定                                               
直接反映している                                         
参考資料としている                                           
定員管理要求や査定                                           
直接反映している                                
参考資料としている                                          
次年度重点施策・方針の策定                                            
直接反映している                                        
参考資料としている                                           
事務事業の見直し                                            
直接反映している                                            
参考資料としている                                           
総合計画等の進行管理                                            
トップの政策の達成を測るツール                                       
出所) 上掲サイト




業のいずれかのレベルで導入・試行経験がありかつ ｢準備・検討中 (見直し中)｣ の自治体は,
都道府県で２団体, 市・区で  団体であった｡ 評価制度の見直しを日程にあげている自治体で
は, 評価導入の成果があがっていない要因として, 政策・施策レベルでは ｢予算編成に連動さ
せる仕組みができていない｣, 事務事業レベルでは ｢評価内容が未熟｣, ｢制度に対する理解の
欠如｣ などがあげられている (自由回答)｡
このこととの関連で, 行政評価がそのスタートから  年ほど経過した現時点で, いくつかの
自治体でその見直しが検討されているという事情がある｡ 目だったそれとしては, 一時, 全国
的な関心が寄せられ, 関連分野の研究書でも頻繁にとりあげられた青森県の ｢政策マーケティ
ング｣ の休止がある｡ ｢政策マーケティング｣ は, 住民の要求を広く取り上げ, 政策に反映す
る青森県独自の ｢政策評価・形成システム｣ であったが,     年 (平成  年) に終了した｡ 同
県では, 関連して行政評価についても検討中とのことである｡ ｢聞き取り調査｣ ではこの他に,
千葉県, 新潟市でも行政評価を再検討中とのことであった｡
見られるように自治体での行政評価の導入は, 都道府県, 市区で顕著であり, なお浸透中で























評価指標の設定                                            
評価情報の住民への説明責任                                            
予算編成等の活用                                            
定数査定・管理への活用                                          
議会への活用                                   
外部意見の活用                                          
長期的な方針・計画との連携                                           
職員の意識                                           
出所) 上掲サイト
[概要版])｣     年  月  日, ３ページ｡ 調査期間は    年７月  日から９月  日｡ 調査対象は  都




総合計画は, 住民 (人口) のためにある｡ 計画策定は, 人口の推計から始まる｡ 少子高齢化
の時代に突入し, 人口の減少が懸念される｡ 国勢調査では    年調査では全国の総人口が, そ
の前の調査時より微減した｡ 都道府県, 市町にもそうした状況は, 大なり小なり生じている｡
多くの自治体は中長期計画策定にあたって, 人口減少の予測を前提とした計画を立てざるをえ
なくなっている｡ 人口構造の高齢化とともにある人口減少は, 自治体の財政にマイナス効果を
もたらすだけでなく, 地域振興計画, 住宅政策, 産業政策の在り方と密接に関連するからであ
る｡ このような事態は, 歴史的にみても, 自治体がかつて経験したことのないことであった｡
自治体が人口減少にいかに気を配っているかの一例として, 新潟県の現状認識がある｡ すなわ
ち同県の ｢夢おこし｣ 政策プランでは, 人口減少対策として社会動態が注目され, 人口の流入
促進, 流出防止を政策として掲げている｡ 同県の社会動態は,     年 (平成  年) 中に    人
の減少であった｡ これを  年度までに ｢減少数を減らし, プラスの方向に向ける｣ ことが目標
とされた｡ より具体的には, ｢団塊世代のふるさと回帰対策｣ ｢若者の定住促進対策｣ である｡
前者についての目標としては, ｢団塊世代等のふるさと回帰する者の数｣ を増加させることこ
と, 後者についてのそれとしては ｢職業を理由とした転出超過数｣ を減少させ, ｢県内高等学






人口推計では, 国立社会保障・人口問題研究所の推計方法 (コーホート要因法) がしばしば
援用される  )｡ あるいは自治体独自で推計を行ったが, 推計方法に関しては同研究所が使って
いるコーホート要因法を用いるというケースもある｡ コーホート要因法では, 将来人口は年齢
別人口の加齢にともなって生ずる年々の変化を要因 (死亡, 出生｡ 人口移動) ごとに計算し,
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  ) 社会保障・人口問題研究所は, かつては将来推計人口を全国のそれに限って公表し, 地域別の推計
を公表していなかった｡ しかし, 地域計画などの必要性から地域別人口推計への需要が強くなり,    年 (昭和  年) 都道府県別将来推計人口の公表にふみきった｡ その後, 都道府県別推計の公表は,





同時発生集団 (年齢別人口集団) を意味するコーホートは, 時間の推移とともに種々の要因
の影響をともなって変化する  )｡ ある基準年の０ ‒４歳, ５ ‒ ９歳,   ‒  歳といった５歳ご
との人口をもとに, これらの人口集団の５年ごとの変化量をもとめ, この推計計算を累積して
いく｡ その際, 基準年の０ ‒４歳人口集団は５年後には５ ‒９歳人口, 基準年の５ ‒９歳人口
集団は５年後には  ‒  歳人口, 基準年の  ‒  歳人口集団は５年後には  ‒  歳人口集団を
構成するが, この５年間に起こりうる要因を推計計算にもりこむ｡ 想定される要因は, 出生率,
出生性比, 生残率, 純移動率である｡ ５歳以上の推計には生残率と純移動率が推計計算に含ま
れる｡ ０ ‒４歳の推計にはこれらに加え, 出生率と出生性比の要因を加味する｡
出生性比は全国推計値が使われることが多い｡
純移動率は, 人口の社会移動率の推計である｡ この推計は都道府県, あるいは市町村での,
一定期間 (当該推計では５年間) の転入数と転出数の差 (すなわち転入超過数) を基準年の人
口で除してもとめる｡                          
ここで    は｡ 期間   の純移動率,     は同期間の純移動数,     は同期間の転入数,    は同期間の転出数,   は時点０の人口である｡
都道府県の出生率と生残率については, 全国のそれぞれの値に対する都道府県別の値 (相対
的格差) を比較考量する  )｡ まず, 将来の出生数の推計には将来の女子年齢別出生率が必要で
ある｡ 出生率を設定するに際しては, 将来の全国推計値の動きを反映させることを目的に, 都
道府県別, 女子年齢別に全国値との相対的な格差を計算し, この相対的格差が将来値の仮定設
定に使われる｡ ただし, 将来値の仮定設定に際して, 必要な場合には地域差が考慮される｡
次に将来の都道府県別, 男女・年齢別生残率に関しては将来の全国推計値の動きにそって設
定されるが, 生残率の地域格差は近年縮小しつつあるので, この点を考慮し, 都道府県格差は
今後も縮まるという仮定が設定される｡
最終的に将来の都道府県別, 男女・年齢別生残率の設定では, 仮定された将来の相対的格差
を, 全国推計 (中位) で用いられた将来の男女・年齢別生残率に当てはめて仮定値の計算が行
地方行政の進行管理に果たす統計の役割   
  ) 石川晃 『市町村人口推計マニュアル』 古今書院,     年｡  ) 都道府県人口推計で使われる出生率と生存率の設定の説明にしばしば出てくる相対的格差とは, 次
式で定義される｡
相対的格差         






の推計である｡ 使われた資料は, 基準人口, 生存率, 出生率 (合計特殊出生率, 女子年齢５歳
階級別出生率), 出生性比, 移動率である｡ 基準人口には    年 (平成  年) の推計値 (    
千人) が使われたとのことである｡ 生存率としては,     年 (平成  年) １月の全国の生存率
の推計値に,     年 (平成  年) 時点の国と県との生存率の乖離を乗じた (推計の全期間にわ
って一定と仮定)｡ 合計特殊出生率は,     年 (平成６年) から    年 (平成  年) の国と県
のその比率を回帰分析で得ている｡ 女子の年齢５歳階級別出生率は, 全国の５歳階級別の出生
率の構成比に,     年 (平成  年) 時点での国と県の構成比の乖離を乗じて県の構成比を算出
し, この構成に応じて上記の合計特殊出生率を割り振ってもとめられた｡ 出生性比には過去  
年間の平均値が, 移動率には    年～    年 (平成  年～  年) の平均移動率が用いられた｡
推計の結果, 県の人口のピークは全国のそれより  年遅く,     年ごろに   ‒   万人程度に
なり, その後人口減少過程に入り,     年に   ‒   万人になるとの予想となった｡
岐阜県でも人口問題が深刻に受け止められていることは, 先に指摘したとおりである (９ ‒  ページ)｡ 同県では専門家と庁内関係者による ｢岐阜県人口・少子化問題研究会｣ を総合企
画部統計課に設置し, 現実を直視する精力的な分析が行われた｡ 研究会設置の目的は同県の人
口の自然動態, 世帯構成の変化, 社会移動の動態を分析し, 人口の将来動向をとらえることに
あった  )｡ 人口の将来推計は, 研究会に設置された ｢人口推計作業部会｣ があたった｡ 作業部
会は,   年後までの将来人口を推計した｡ 推計にあたっては, 基準人口 (    年 [平成  年]
国勢調査結果) をベースに, 諸要因 (合計特殊出生率の低下, 出生性比 (過去  年の平均であ
る    ), 平均寿命の伸び, 社会移動 (過去５年の平均)) が盛り込まれた｡ これが ｢基本パ




立教経済学研究 第  巻 第３号     年  
  ) 岐阜県総合企画部統計課 『岐阜県人口・少子化問題研究会：報告書』 (平成  年３月) には研究会
設置の経緯が次のように述べられている, ｢この研究会は, 本県の深刻な少子化の現状が明らかにな
ったこと, 本格的な人口減少社会を迎え, 我が国の人口構造は歴史的転換期にあることから, 統計デ
ータ等をもとに本県の少子化進行の実態を把握し, これまでの統計データとあわせて詳細かつ県独自
の視点を加えて分析を行うことを目的として設置されたものである｣ と｡  ) 岐阜県総合企画部統計課, 同書,    頁｡
                                                                 






推計結果は以下のとおりであるが, 詳しくは報告書を参照されたい｡     年 (平成  年) に    万人であった県の人口は,   年後の    年に基本パターンで    万人, 社会動態の変化
パターンで①②③の順で    万人,     万人,     万人である｡ 合計特殊出生率が   まで
の回復を目安としてその時期が①②③の順に   万人,    万人,    万人である｡
以上, 若干の事例をあげたが, 今日の全国の自治体の状況を俯瞰すると, これらの事例はひ






①数値目標設定の目的 (数値目標をなぜ設定するのか)｡ ②指標選択の問題 (どのような数
値目標が政策, 施策の内容, 重要度の測定に適しているのか), ③設定基準の問題 (数値目標
の設定そのものをいかに行うか), ④統計的裏づけの根拠の問題 (数値目標のための資料をど
こからもってくるのか), ⑤政策評価の方法の問題 (数値による政策, 施策の進み具合をどの
ように評価するのか), ⑥評価主体の問題 (評価を誰が行うのか)｡ 上記の６点のうち, ④の統
計的裏づけの問題は, 本稿のメインテーマのひとつなので３項で独立にとりあげる (ここでは











施策, 事務事業の体系として示される総合計画 (   ) は毎年度, 効果的に執行 (  ) され
なければならない｡ 目的どおりに執行されているかどうかは単年度ごとに評価 (     ) され,










総合計画は中長期にわたるので, その間の政策, 施策の進捗状況の点検には, 数値目標は格
好のメルクマールとなる｡ さらに, 政策, 施策は具体的事業を通じて進められ, これらの事業
は通常, 予算をともなうので, 指標は予算とのかかわりで個々の事業を拡充して継続するか,
維持をはかるか, 廃止するかを判断する材料になる｡ もっとも, 政策, 施策には数値化しにく











である｡ この計画は,     年度 [平成  年度] ～    年度 [平成  年度] までをカバーしてい
る  )｡ この計画の指標設定表には, 施策の柱ごとに, その柱の対象, 意図, 対象指標の指標項
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  ) 盛岡市市長公室企画調整課 『盛岡市総合計画～共に創る元気なまち県都盛岡～』 平成  年４月｡ 当
該計画は ｢基本構想｣ と ｢実施計画｣ の２層構造である｡ ｢基本構想｣ は, ５つの基本理念 (｢継承と
創造｣, ｢求心力｣, ｢人が活きる｣, ｢市民起点｣ ｢自律｣) と目指す将来像 (人々が集まり・人にやさし
                                                                 
目, 成果指標の指標項目, 指標数値の動向, 目標値, 成果指標の考え方 (指標項目設定の考え
方, 目標設定の考え方, 数値の把握方法, 数値の把握周期など) が記載されている  )｡ 当面の
指標選択の問題との関わりでは, このうちの ｢成果指標の考え方｣ に特に注目したい｡ ここで
は全てを網羅的に示す余裕はないので, ５本目の柱である ｢活力ある産業の振興｣ について紹
介する｡ この柱の対象は, 産業従事者である｡ 施策の意図は, ｢経済的に豊かになる (労働力
を産み, 消費を拡大することで市内の経済を活性化する)｣ こととされている｡ この意図のも
とに５つの施策 (①活力ある農林業の振興, ②まちに活力を与える工業の振興, ③多様で活発
な商業・サービス業の振興, ④地域資源をいかした観光・物産の振興, ⑤安定した雇用の創出
と良好な労働環境の促進) が掲げられている｡ これらの個々の施策に, 対象指標の指標項目,
成果指標の指標項目, 指標数値の動向, 目標値, 成果指標の考え方が記載されている｡
上記の ｢⑤安定した雇用の創出と良好な労働環境の促進｣ について見ると, 対象は ｢起業し
たい者｣ ｢職を求めている者｣ ｢働いている者｣ で, 設定指標項目は ｢盛岡職業安定所管内の有
効求人倍率｣ と ｢新たに雇用された人の数 職を求める人の数｣ である｡ 成果指標の目標値は,
前者では    年度 (平成  年度) 末で   ,     年度 (平成  年度) 末で   , 後者では    
年度 (平成  年度) 末で          ,     年度 (平成  年度) 末で          となってい
る｡
指標選択の問題, すなわち ｢指標項目設定の考え方｣ と ｢目標設定の考え方｣ では, ｢盛岡
職業安定所管内の有効求人倍率｣ の指標について ｢市独自の求人倍率は把握できないという理










い・世界に通ずる・元気なまち盛岡) とから成る｡ ｢基本構想｣ を実現するために８本の施策の柱が
あり, 施策の総数は  である｡ さらにその下位に   の基本事業, 約    の事務事業がある｡ この基
本構想のもとに ｢実施計画｣ がある｡ 実施計画には, 基本構想の柱と施策にそれぞれ準じて目標値が
設定され, 達成度が評価される｡  ) 盛岡市 ｢指標設定表 (施策)｣
                                                                 
ない｡
埼玉県の ｢ゆとりとチャンスの埼玉プラン (埼玉県５か年計画)｣ の県民向け冊子  ) を例に
とると, そこでは政策ごとの数値目標が一覧されている｡ 例えば, ｢女性 (  歳～  歳) の就
業率｣ については, 現状値の   ％ (    年 [平成  年]) を５年後の    年 (平成  年) に
は   ％にすると定めているが, その根拠が示されている｡ すなわち, ｢平成  年からの５年
間の伸びを, 平成  年 (   ％) から平成  年 (   ％) と同率と仮定し, さらに施策推進に
よる伸びの上乗せを１ポイントとして, 目標値を設定｡ この目標値は, 平成  年ではなく, 国
勢調査が実施される平成  年の数値｣ という説明がそれである｡ この例は ｂ の過去の趨勢値
を外挿する方法であるが, ただ単に外挿しているのでなく政策的要素を加味していることがわ
かる｡
｢新潟県 『夢おこし』 政策プラン｣ にあたってみると, このあたりの事情がもう少し詳しく
わかる｡ ｢ａ 理想値を掲げる方法｣ は, ｢減少数を減らし, プラスの方向に向ける｣ とした ｢社
会動態指標｣ (平成  年中の現状：マイナス    人) や ｢   ％を目指す｣ とした ｢整備済み農
地の農地集積率｣ (平成  年度：  ％) がそれである｡ ｢  歳人口が  ％減少する中で, 志願倍
率を維持する (平成  年度)｣ (  倍：平成  年度) もこの方法によったと考えてよいであろ
う｡
｢新潟県 『夢おこし』 政策プラン｣ では ｢ｂ 過去の趨勢値を外挿する方法｣ にのっとった指
標設定は曖昧である｡ あえて指摘すれば目標値をただ ｢増加させる｣ と記述しているものがい
くつかあり, 読み方次第であるがこの方法が念頭にあるのかもしれない｡ しかし, 過去の趨勢
値を厳密に計算して外挿した痕跡は認められない｡
｢ｃ 当該自治体の全国ランキングを引きあげる方法｣ では全国の中位を基準に, 例えば ｢若
年者雇用・高齢者雇用対策の強化｣ のうちの ｢若年 (  歳以下) の完全失業率｣ では ｢全国平
均以下とする (平成  年度)｣, ｢障害者雇用率｣ では ｢全国平均以上とする (平成  年度)｣ と
いったような指標設定になっている｡
｢ｄ 当初値に一定の増加率を乗じて設定する方法｣ で指標設定されたものはかなり目立つ｡




｢ｅ 区切りのよい数値で経験的に決定する方法｣ では, ｢サービス産業と中心商店街｣ の ｢県
内情報サービス業の同業者以外への売上高｣ が平成  年度に   億円であったものを平成  年
度に   億円にする, ｢中山間地域 (直払地域) の稲作生産組織数｣ が平成  年度に   組織で
立教経済学研究 第  巻 第３号     年  
  ) 『ゆとりとチャンスの埼玉プラン (    ～    ])』 平成  年２月｡
                                                                 
あったのを, 平成  年度に ｢   組織にする｣ といったものがある｡
なおｆ , すなわち総合計画が部門計画と密接に連携している場合には, 部門計画の数値目標
のもつ意味が強くなるということに関連して一言付け加えておく｡ 総合計画はそれが教育, 環
境, 雇用, 産業, 社会保障など市民生活と広範に係る分野を総合する計画であるがゆえに総合
計画なのであるが, 総合計画はそれを構成する部門計画との整合性が配慮されなければならな




自治体の総合計画には, 政策, 施策に数値目標が設定されるのが普通になっている｡ それは, で言及したいわゆる    サイクルによる進行管理の対象である｡ 作成された政策は, 実
行され, 点検されなければならない｡ このサイクルを動かすことは, 数値目標を設定すること
と不可分である｡ 数値目標は,     サイクルの簡便で, 理解しやすい道具立てである｡
茨城県の評価方法は, 簡明である｡ 『新茨城県総合計画 (平成  年度から平成  年度)』 の期
間中, ある政策の基準になる年度, すなわち平成  年度の水準と目標年度, すなわち平成  年










かである｡ この事情は, 自治体ごとで異なるので, アプローチとしては事例に立ち入って検討
するのが妥当である｡ 愛知県の例でパラフレーズすると, 以下のとおりである｡
愛知県の行政評価の枠組は, 一般的な評価のそれと, 特殊愛知的なそれとをあわせもつ｡ ま
ず, 評価の対象は, 施策と事務事業の二層が評価対象である｡ この二層の評価は, ｢愛知県施
策実施要領｣ ｢愛知県事務事業評価実施要領｣ にもとづいて実施される (政策レベルの行政評
価はない)｡ その目的は, 中期的観点を含んだ施策の工夫・見直しを行うためであり, 施策推
進の手段である事務事業の企画立案・重点化などに活用するためである｡ 評価の内容, すなわ
ち評価の目的, 評価対象, 評価方法を施策評価に限定して紹介し, 事務事業のそれは注記に留
める  )｡
施策評価の評価単位は行政目的にそって系統的に整理された ｢施策体系｣ を構成する   本
の施策である｡ 評価の方法として掲げられるのは, ① ｢施策に関するニーズ｣ の検証, ②目的
実現に向けた ｢関係各主体の役割｣ の確認, ③ ｢施策の目的が達成された状態｣ の確認, ④
｢施策推進にあたって工夫・見直しを行う点｣ ｢施策の評価と今後の基本方向｣ ｢事務事業の展
開方向｣ の明示である｡
評価主体は施策評価に関しては, ｢原則として施策を所掌する各課室など｣ である｡ 施策か
ら抽出された重点施策に関しては, ｢行政評価委員会｣  ) が制度の適正な運用と評価結果の客
観性を確保するために設置されている｡ 平成  ,   年度には, 政策指針の８つの ｢柱となる政
策の方向｣ の施策から, それぞれ一つずつ選定され, 都合８件の施策について評価手法, 評価
結果, 制度の在り方の意見聴取が行われた｡
立教経済学研究 第  巻 第３号     年  
  ) 事務事業評価については, 事務事業という県行政の活動で基礎となる単位が評価対象である｡ その
評価結果は, 事務事業の見直し, 予算編成に反映される｡ この場合, 評価は県の行政運営でのマネジ
メントサイクル (    サイクル) の実践である｡ 評価対象は, 全ての事務事業である｡     年度
(平成  年度) でその数は    事業にのぼる｡ 評価の方法は, 事前評価と事後評価とがある｡ 前者は
新規事務事業の企画立案に際し, ｢必要性｣ ｢有効性｣ ｢効率性｣ の観点から評価され, 後者は事務事
業の執行結果の評価であり, 同じく ｢必要性｣ ｢有効性｣ ｢効率性｣ の観点からの評価で, 爾後の事務
事業の展開方向の判に結びつけられる｡  ) 評価委員は５名である｡ 評価委員会の対象として    年度 (平成  年度) に選定されたのは以下の
とおり｡ ①県営名古屋空港の運営・整備 (地域振興部), ②交通安全の推進 (県民生活部), ③生活排





    年度 [平成  年度] の行政評価の結果は, 次のとおりである｡ 施策評価で設定した目標
の約７割の施策が ｢見直し・工夫・改善方向｣ の内容を明らかにすることとなった｡ ｢施策の
手段となる事務事業｣ の欄では, 施策の的確な検証の資料として活用するために, 施策を構成






況) が, 施策を構成する   の事務事業 (平成  年度) に対しては事業担当課長による事業評
価 (自己評価) が行われている｡
北海道の ｢時のアセスメント｣ は, 第三次長期計画のなかで ｢政策アセスメント｣ と名称を
変えたことはよく知られている｡ 後者では ｢道政運営の基本システム｣ である ｢政策評価制度｣
の本格的導入がはかられた｡ この ｢政策アセスメント｣ では, 評価の主体として第三者委員会
が設置された｡ 知事評価がこれに付け加わる点が北海道の行政評価の取り組みの特徴である｡
評価主体には道が入るが, 評価の客観性を確保するためにこのような措置が講じられた｡ さら
に,     年度からは    サイクルに基づく ｢成果志向の行財政運営システム｣ が導入され
た｡     年度 (平成  年度) の施策評価は, ６月１日を評価の基準日として実施され, 施策数   件のうちＡ評価   , Ｂ評価  , Ｃ評価  , Ｄ評価４である｡ 事務事業評価では総務部行政
改革課の評価と知事評価との間に齟齬が出たため, 知事評価のうちの ｢縮小｣ ｢統合｣ ｢終了｣
｢休止｣ ｢廃止｣ の   ％について再構築が予定され,     年度 [平成  年度] までの見直しを
図ることとなった｡
平成  年に策定された実施要綱にもとづいて実施されている福島県の事業評価は, いくつか







富山県を例にとると, 次のようである｡ 富山県で現在進行中の総合計画は 『元気とやま創造
地方行政の進行管理に果たす統計の役割   
                                                                 
計画』 であるが,     年 (平成  年) ４月に策定されたこの計画は, 目標年次を    年度 (平
成  年度) とし, ｢富山県民新世紀計画｣ (    年４月策定,     年度 [平成  年度] ～    年
度 [平成  年度]) を引き継ぐ計画である  )｡ 同計画は目指すべき将来像として ｢活力とやま｣
｢未来とやま｣ ｢安心とやま｣ を掲げている｡ ｢活力とやま｣ は, 知恵を活かした活力づくりの
ための  の政策をもつ (新産業の創出, 起業支援, 広域観光・国際観光の振興, 新幹線を中心
とした新たな交流拠点づくりの推進, など)｡ ｢未来とやま｣ には, 未来を築く人づくり・美し
い県土づくりとして  の政策が掲げられている (子育て支援, 義務教育等の充実, 自主的な社
会活動の推進, 公流人口の拡大, 定住・半定住の促進, など)｡ そして, ｢安心とやま｣ には健
康で安全, 安心な暮らしづくりのための  の政策が並んでいる (医療の充実, 健康づくりの推
進, 自然環境の保全, 生活環境の保全, 生活交通の確保, 安全なまちづくり, など)｡ ｢活力と
やま｣ ｢未来とやま｣ ｢安心とやま｣ 全体に含まれる個別政策は  であるが, これらの個別政策
には, 県民参考指標という数値目標が設定され, 統計がその設置に使われている｡ ｢活力とや
ま｣ には  の県民参考指標が, ｢未来とやま｣ には  のそれが, ｢安心とやま｣ には  のそれが
掲げられている｡ 表６は特定されている政府統計の一覧表である｡ これを見ると例えば, ｢起
業支援｣ という政策には, ｢年平均新設事業所数｣ ｢開業率｣ の指標が掲げられているが, その
統計は総務省 ｢事業所・企業統計調査｣ からとられている｡ ｢雇用の確保と創出｣ には, ｢就業
率｣ ｢  歳から  歳の女性の就業率｣ ｢訓練生の (離転職者) の就業率｣ の指標が掲げられてい
るが, その統計は前２者に関しては総務省 ｢国勢調査｣ であり, もうひとつの指標は厚生労働
省の職業能力開発行政の業務統計である｡ この他, ｢工業立地件数｣ の指標は, 経済産業省
｢工場立地動向調査｣, ｢県内中小企業 (製造業) の付加価値｣ の指標は経済産業省 ｢工業統計
調査｣, ｢小売業の年間商品販売額｣ ｢中心市街地の年間商品販売額｣ の指標は経済産業省 ｢商
業統計調査｣ にもとづいて設定されている｡ 政府関係の統計ではこの表に掲げられているもの
以外にも, 総務省公表資料, 内閣府調査, 法務省公表資料, 厚生労働省調査, 文部科学省調査,
国土交通省資料の統計が使われている｡ 政府関係の統計によらない場合は, 県独自調査, 県関
係団体調査, 県政世論調査によっている｡ 全体で   の県民参考指標のうち約   ％が政府関
係の統計による｡
茨城県の総合計画は 『新茨城県総合計画：元気いばらき戦略プラン』 で, 計画期間は平成  
～  年度 (    ～    年度) である  )｡ ｢基本計画｣ は２点の基本姿勢のもとに策定された｡
立教経済学研究 第  巻 第３号     年  
  ) 富山県知事政策室 『元気とやま創造計画―みんなで創ろう！人が輝く元気とやま』 平成  年６月｡  ) 茨城県・企画部企画課 『元気いばらき戦略プラン基本方向』 平成  年６月, 同 『元気いばらき戦略
プラン基本計画・地域計画』 平成  年６月 (                                                                             )｡ このプランは,   ～  年後の ｢茨城づくりの基本方
向｣ の構想に立脚し,     ～    年度 (   ～  年度) の当面の５カ年計画として設定された｡ 前回
の計画に比べ変わった点として, ①目標や戦略を絞り込み軽量化を図ったこと, ②実施計画をなくし
                                                                 
すなわち, ｢茨城の資源や潜在力を磨き活用する｣ という姿勢と ｢県民が主役となってこれか
らの  いばらき を共に創る｣ という姿勢である｡ また, 目標は３つ掲げられ順に, ｢競争力
地方行政の進行管理に果たす統計の役割   
たこと, ③重点戦略を抜き出したこと, ④進行管理を明確にしたこと, などが強調されている｡




県内企業の電子商取引導入率, 年平均新設事業所数, 開業率, 年平均新設
事業所数のうちのサービス業の数, 県内企業の電子商取引導入率
国勢調査
就業率,   歳から  歳の女性就業率, 女性の管理職比率, 若者の県内への






































交通統計 交通事故の発生件数 (人身事故) および死者数
                                                                 
あふれる産業大県 『活力あるいばらき』｣, ｢安心・安全で快適な 『住みよいいばらき』｣, ｢充実
した教育が行われ個性や能力が発揮できる 『人が輝くいばらき』｣ である｡
｢基本計画｣ には,   の施策があり,    の数値目標,   の補足目標がある  )｡ これら数値目
標は, 毎年度の計画の進行管理に活用される｡ これらの数値目標には, それぞれ指標名, 現状
値 (平成  年), 目標値 (平成  年), 目標値の考え方, 全国平均値 (全国順位), 数値目標が
示すもの, データの出所等, 算出式・用語の解説等, 担当部局庁が書き込まれている  )｡ 表７
は, この一覧表の一部である｡ 他の一例を示すと, ｢女性の労働への参加の状況を示す (数値
目標が示すもの)｣ ｢指標  ：女性有業率｣ では, 現状値 (平成  年) の   ％を目標値 (平成  年)    ％にもっていくことが目標となっている｡ ｢目標値の考え方｣ すなわち    年 [平
成  年] に   ％と定めた理由は ｢全国トップの水準を目指す｣ ということとされ, ｢全国平
均値｣ が   ％として参考数値として与えられ, ｢データの出所等｣ は ｢総務省：就業構造基
本調査｣ で, ｢算出式・用語の解説等｣ には ｢(  歳以上女性有業者数)／(  歳以上女性人口)
×   ｣ と示され, ｢担当部局｣ が ｢商工労働部｣ となっている｡
数値目標はそれが数値に関する指標であり, しかも現実的具体的現象を反映した数字資料で
くみたてられなければならない以上, 政府 (自治体) 統計, 業務統計, アンケート結果などに
よって裏付けられる｡ しかし, 総合計画を構成する政策, 施策は住民生活の広範な領域にわた
り, また政府 (自治体) 統計, 業務統計は政策, 施策の数値目標の設定を予定して作成されて






である｡ 福井県での ｢聞き取り調査｣ では, ｢がん検診受診率｣ に関して医師会ルートで調査
を検討中であるとか, ｢自動車保有率｣ との関わりで入手が必要とされた自動車の走行距離に
関する統計について陸運事務所の協力を得て調査を行ったとか, ｢家族との触れ合い時間｣ に
関して家族時間調査を独自に実施した (｢社会生活基本調査｣ では,   歳以上の子どもが対象
なので,   歳未満の子ども調査を行った) など, 地道な努力が続けられていることがわかった｡
こうした試みをつうじて政策関係, 統計関係の職員に政策形成に関与する意識が形成されている｡
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  ) この他, 地域計画には, ゾーンごとに施策展開と深い関連のある指標が設定されている｡ 指標のう
ち将来目標の設定が可能な指標については目標数値を設定し (年間観光客数, 直売所における地元産
品率等), 設定が困難なものについては現況数値等 (産業別生産額, メロンの作付面積等) を掲載し
て動向を把握できるようにしている｡ 目標数値は  指標, 現況数値  指標である｡  ) 茨城県・企画部企画課 『元気いばらき戦略プラン基本計画・地域計画』 平成  年６月,   ‒   頁｡
                                                                 
地方行政の進行管理に果たす統計の役割   













































公共用水域水質測定結果 公共用水域の環境基準 (   ) 達成率, 霞ヶ浦の水質 (   )




筆者が現在, 参加しているプロジェクトの目的は, 地方自治体で①現在, 地域経済の活性化
のためのさまざまな施策の全体像がどのように構成されているのか, ②政策の立案過程がどの
ように進められているのか, また③政策評価, 事務事業評価, 行政評価などの一連の評価活動
がそこにどのように組み込まれているのか, ④統計がそこでどのように活用されているのか,
といった実情を把握することにある｡ こうした実情について政策課 (政策推進課), 統計課,
商工労働関係の課の方々に ｢聞き取り調査｣ を行い, 筆者がとくに関心をもった論点をピック
アップして, 要約したのが本稿である｡







第２に, 行政のなかで政策, 施策, 事務事業の連携に意識的になろうとする姿勢が広がって
いるとの印象を受けた｡ これを財政計画とその執行と結びつけてタイトに進めている自治体も
あれば, 財政とは切り離して弾力的に考える自治体もあり, ここでも展開は一律でないが, 政
策, 施策, 事務事業の連携に頓着なく行政を進めるという後戻り現象は今後ないであろう｡
第３に, 行政と統計との関わりは, 以前と比較して格段に強まっている｡ 統計を使わない計
画作成は, 今や考えにくい｡ ただ, それを自覚的に進めている場合もあれば, 日常のルーティ
ーン作業となっていて意識的でない場合もある｡ 職員全員に統計力をつけることも視野に入れ
て, 統計と統計業務の強化が地方行政にとって喫緊の課題のひとつである｡
第４に, 自治体の統計活動には, 工夫が見られる｡ 前稿で触れた三鷹市の政策立案過程で統
計が重要な役割を果たした例の他に, 岐阜県の ｢岐阜県の将来構想研究会｣, ｢岐阜県人口・少
子化問題研究会｣ の統計活動, 福井県の ｢データパーソン｣ 体制 (各課にデータに習熟した責
任者を配置する) は注目できる｡ 経験の交流が必要であり, よいところは取り入れるなどの姿




経済関係の統計 (とくにサービス業の統計) の不足, 観光に関する統計の不足 (とくに観光消
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費額を捉える全国データ), 長期時系列データの整備状況の不足, ｢政府統計の窓口｣ がスター
トしたが不便になった部分がある (集計内容の変更で時系列比較が不可能となった), などで
ある｡
最後に, 数値目標による評価そのものが実際には容易ではないことを若干の例をあげて指摘
したい｡ 数値目標のなかで, 例えば出荷額といった経済関連の数値指標はそれが達成されたと
しても, 講じられた政策によってもたらされた効果なのか, 景気のもちなおしによる結果なの
かが判断しにくいケースが少なくない｡ 政策評価を市民アンケートの満足度調査で測るという
方法では, 例えば県民の満足度である項目の満足度が高くても, それは県の行政によってもた
らされたものなのか, 市政によってもたらされたものなのか, 住民はそこまで細かな判断をし
てアンケートに答えるのではない｡ 住民の満足度という曖昧な指標に頼ることの危うさの一端
がここにある｡
以上, 進行中の行政評価は, 問題点が吟味されながら再検討の段階にきていることを確認し,
本稿を閉じる｡
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